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�．は じ め に

伝統的な産業連関分析のフレームワームでは，�種類の生産物に�種類のアクティビティが対

応している。言い換えると，生産物の数と産業（企業活動の種類）の数が等しいことを暗黙の前提

として，生産量決定や価格決定のの連立方程式が構成されている。

伝統的な産業連関分析のフレームワームでの「生産量決定モデル」は，次のように書かれる。

A
d
x+f

d+e=x ⑴

x=I−A
d−1fd+e ⑵

ただし，Aは投入係数行列，x，f，e，はそれぞれ，国内生産量，国内最終需要，輸出を表すベ

クトルである。右型の dの添え字は国内財が対象であることを意味している。また伝統的な産

業連関分析のフレームワームでの「価格決定モデル」は次のように書かれる。

p
d
A

d+p
m
A

m+v=p
d

⑶

p
d=pm

A
m+vI−A

d−1
⑷

ここで，p，v，はそれぞれ，価格，付加価値率を表すベクトルである。右型のmの添え字は輸

入財が対象であることを意味している。
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このように生産量決定モデルも価格決定モデルも，正方形の投入係数行列（投入側と産出側が同

数）を前提としているため，レオンチェフ逆行列が定義できている。しかし現実には，�つの生

産物が複数のアクティビティから生産されることがある。電力産業がその典型であり，原子力発

電・火力発電・水力発電・再生可能エネルギー発電などの発電方式は，その生産構造は随分と異

なるのであるが，生産物は同一の「電力」である。このような場合，異なったアクティビティで

どれだけの発電を行うかによって，エネルギー消費や CO2排出などの環境負荷も異なる。近年

温暖化防止対策の�つとして，太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギー発電が注目され

ている。再生可能エネルギー発電によって火力発電を代替することの環境効果
1)

ならびに経済効果

を試算することは，再生可能エネルギー発電の評価と今後の環境政策の策定に有用であると考え

る。

さて，早稲田大学次世代科学技術経済分析研究所（2014）は『次世代エネルギーシステム分析

用産業連関表』を発表した。『次世代エネルギーシステム分析用産業連関表』とは，総務省

（2008）『2005年産業連関表』を基礎にして，「事業用電力部門」を「発電部門」と「送配電部門」

に分離したうえ，さらに「発電部門」を原子力，火力，水力部門，再生可能エネルギー発電に分

割したものである。加えて，再生可能エネルギー関連産業として電力施設建設を追加している。

この産業連関データを利用することにより，再生可能エネルギー発電による火力発電を代替する

ときの環境効果・経済効果の分析が可能になった。

�つの生産物が複数のアクティビティで生産されることを前提としたモデル分析の先行研究と

しては，慶応義塾大学の一連の研究，吉岡・菅（1997），石川他（1998），疋田他（2000）等がある。

そして，電力部門が複数のアクティビティで生産されることを前提としたモデル分析の先行研究

は藤川（2011），王（2016）などがある。本稿では，これらの先行研究にならい，電力部門の電源

構成を変化させることで，どのように環境負荷と経済効果が異なるかを検討する。ただし，今回

の検討は設備の運用時の環境効果と経済効果のみ焦点を当てており，設備建設段階の環境効果と

経済効果は分析対象としない。

�．複数アクティビティモデル

まず，電力が�つのアクティビティから作られる場合から説明を始める。通常の産業連関表を

通常部門と電力部門に分ける。図�はその状況を示している。

図中の上付きの添字が�の場合は通常部門，�の場合は電力部門を表わしている。また添え字

が11の場合には通常部門から通常部門への投入，12の場合は通常部門から電力部門への投入を表

わす。21，22の場合も同様である。この例は通常部門と電力部門とに分かれているが，以下に示

すように分析の方法としては，通常の生産量決定モデルと変わらない。通常部門の生産関数は次

式で表わされる。



=min

X



a



，





a



 i，j=1，…，n ⑸
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図� 通常の産業連関表（通常部門と電力部門に分割)
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出所：筆者作成

ただし，



：通常部門第 j部門の生産量

X

：通常部門第 j部門への通常部門第 i財投入量



 ：通常部門第 j部門への電力投入量

a

：通常部門第 j部門への通常部門第 i財投入係数

a

 ：通常部門第 j部門への電力投入係数

である。

電力部門の生産関数は次式のように表される。


=min





a



，




a
  i=1，…，n ⑹

ただし，


：電力部門の生産量



 ：電力部門への通常部門第 i財投入量


：電力部門への電力投入量

a

 ：電力部門への通常部門第 i財投入係数

a
：電力部門への電力投入係数

である。これらの生産関数より次の需給一致式が得られる。

A
a


x




 +f

=x


⑺

a
a


x




 +f

=


⑻

ただし，

A
：a


 を要素とする正方行列（n×n）

a
：a


 を要素とするベクトル（n×1）

a
：a


 を要素とするベクトル（1×n）

f
：通常部門への最終需要ベクトル（n×1）

( 621 )

再生可能エネルギー導入の環境効果と経済効果（藤川・王) 219



図� 電力部門のアクティビティの細分化
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出所：筆者作成

f
：電力への最終需要

x
：通常部門の生産ベクトル（n×1）

である。したがって，生産決定モデルは次の式で求められる。


x




 =I−

A


a


a


a
  




f



f
  ⑼

以上の分析では，電力部門は�つのアクティビティであったが，本稿は再生可能エネルギー発

電の導入の効果を分析するため，ここで電力部門を�)原子力発電，�)火力発電，�)水力発電，

�)太陽光発電，�)風力発電の�種類のアクティビティに細分化する。その様子を図�に示す。

それにより，電力部門の生産関数は次のように変更される。

z=min
X




a



，
X




a



 i，j=1，…，n，k=1，…，5 ⑽

ただし，

z：電力第 k部門の生産量，（k=1：原子力，k=2：火力，k=3：水力，k=4：太陽光，k=5：風力）

X

：電力第 k部門への通常部門第 i財投入量

X

 ：電力第 k部門への電力投入量

a

：電力第 k部門への通常部門第 i財投入係数

a

：電力第 k部門への電力投入係数

である。そして，販路構成の変更を行うと次式のようになる。

A
A


x



z +f
=x

，つまり

A

x

+A

z+f

=x


⑾

a
a


x



z +f
=

，つまり

a

x

+a

z+f

=


⑿

ただし，
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A
：a


 を要素とする正方行列（n×n）

A
：a


を要素とする行列（n×5）

a
：a


 を要素とするベクトル（1×n）

a
：a


 を要素とするベクトル（1×5）

f
：通常財への最終需要ベクトル（n×1）

f
：電力への最終需要

x
：通常財の生産ベクトル（n×1）


：電力の生産（電力供給）

z：z〜zを要素とするベクトル（5×1）

である。

すると，未知数は全部で，xが n個，xが�個，そして zが�個となり，合計 n+6個とな

る。しかし方程式の数は n+1本である。このままでは，方程式数が未知数を下回り，解くこと

ができない。そこでシナリオを表す式を追加して，方程式を解けるようにする。

z+z+z+z+z=


ただし，z：原子力発電の生産量，z：火力発電の生産量，z：水力発電の生産量，z：太陽光

発電の生産量，z：風力発電の生産量である。その上で電源構成をパラメータで与える。

z=α


z=α


z=α


z=α


z=α
=1−α−α−α−α



ただし，α：原子力発電生産シェア，α：火力発電生産シェア，α：水力発電生産シェア，α：

太陽光発電生産シェア，α：風力発電生産シェアを表す。

以上�つの仮定によりシナリオ行列を作成すると，次のように表せる。


1 0 0 0 0

0 1 0 0 0

0 0 1 0 0

0 0 0 1 0

0 0 0 0 1


z

z

z

z

z

=
α

α

α

α

1−α−α−α−α



ここで，行列を記号で書き換えると次のようになる。
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B=
1 0 0 0 0

0 1 0 0 0

0 0 1 0 0

0 0 0 1 0

0 0 0 0 1
 z=

z

z

z

z

z

 c=
α

α

α

α

1−α−α−α−α


とすると，次のようになる。

Bz−c
=0 ⒀

この式が加わることにより方程式の数が�本増えるので，未知数の個数と方程式の数が一致す

る。これで解を得ることができる。ここで，⑾式，⑿式，⒀式を行列形式で表すと，次のように

なる。


I−A

 −A


0

−a
 −a

 1

0 B −c


x


z


=

f


f


0


この式から，最終需要 f，fを与えると x
，

，zを求めることができる。


x



z


=

I−A
 −A


0

−a
 −a

 1

0 B −c




f



f


0
 ⒁

ここでシナリオを表す式⒀式を次のように書き換える。

z=B

c


⒂

これを，⑾式，⑿式に代入すると次の式が得られる。

A
A


x



B

c

 +f
=x



a
a


x



B

c

 +f
=



したがって，次の式を得る。


A


A



a


a
 

x


B

c

 +
f



f
 =

x



 


A


A


B


c

a


a

B


c 

x



 +

f


f
 =

x



 

これより，最終的に次の式を得る。


x




 =I−

A


A

B


c

a


a

B


c  




f



f
  ⒃
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本稿のシナリオはきわめて単純であり，行列 Bは単位行列 Iである。したがって，モデルは

次のように簡単な式であらわされる。ここでは，電力産業の異なる�つのアクティビティの加重

平均として電力の投入係数が計算されていることになる。


x




 =I−

A


A

c

a


a

c  




f



f
  ⒄

この式の右辺の最終需要 f，fを与えると x
，

が求められる。そしで，求められた 
を

⒂式に代入すると異なる電源ごとの生産量が求められる。

電力は多くのアクティビティで�つの財を生産しているが，そのアクティビティの構成（電源

の構成）を現実のものとすれば産業連関表の集計と同じ結果が導かれる。そして，電源構成比を

現実とは異なる比率に想定すれば，その電源構成比に対応した各産業への生産波及効果（経済効

果）が計算できる。

CO2の総排出量を E，非電力部門の生産量当たりの排出係数を ex，電力部門の排出係数を ez

とすると，CO2の総排出量は次の式で求められる。ここでも，電源の構成を現実のものとすれ

ば現状の CO2排出量が計算され，電源構成比が現実とは異なると比率に想定すれば，その電源

構成比に対応した，各産業の CO2排出量（環境効果）が計算できる。

E=ex ez
x



z  ⒅

�．複数アクティビティモデルによるシミュレーション

電源構成を変化させると，CO2の排出量が大きく変化する。2005年の数字（手元の計算）では，

エネルギー起源の CO2排出は1,240.9（100万 t），そのうち発電部門は307.0（100万 t）であるから，

約�分の�が発電部門（ほとんどが火力発電）で排出されている。火力発電からの発電を再生可能

エネルギー発電で代替すると，発電設備の稼動時のみを対象にしているが，日本の CO2排出は

劇的に減少する。

本稿では，既に述べたように，早稲田大学次世代科学技術経済分析研究所（2014）『次世帯エ

ネルギーシステム分析用産業連関表』を用いて，発電の電源構成の変化が各産業の生産量（経済

効果）および CO2の排出量（環境負荷）にどのような影響があるかを分析する
2)

。

シナリオの設定（つまり，電源構成の設定）について，原子力と水力発電は短期間に建設し稼動

させるのは困難なため，原子力と水力発電の発電比率は固定する。現在使用されている再生可能

エネルギー発電は太陽光発電と風力発電であるから，この�種類の再生可能エネルギー発電によ

る火力発電を代替する場合の環境効果と経済効果を検討する。

表�には，発電の電源構成と CO2排出絶対量の変化の割合（％）を示した。表 1aが住宅用太

陽光発電の，表 1bが事業用太陽光発電の分析結果である。表頭は風力発電比率，表側は太陽光

発電比率を表している
3)

。2005年現在では，原子量発電が30.9％，火力発電が60.1％，水力発電が
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表 1a 電源構成の変化による CO2排出量の現状からの乖離率（％）（住宅用太陽光を用いる場合)

風力(α)

太陽光(α)
0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6

0.0 0.5％ −5.0％ −10.5％ −16.0％ −21.5％ −26.9％ −32.3％

0.1 −5.0％ −10.5％ −16.0％ −21.4％ −26.9％ −32.3％

0.2 −10.5％ −15.9％ −21.4％ −26.8％ −32.2％

0.3 −15.9％ −21.3％ −26.7％ −32.1％

0.4 −21.3％ −26.7％ −32.1％

0.5 −26.6％ −32.0％

0.6 −31.9％

出所：筆者作成

表 1b 電源構成の変化による CO2排出量の現状からの乖離率（％）（事業用太陽光を用いる場合)

風力(α)

太陽光(α)
0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6

0.0 0.5％ −5.0％ −10.5％ −16.0％ −21.5％ −26.9％ −32.3％

0.1 −4.9％ −10.4％ −15.9％ −21.4％ −26.9％ −32.3％

0.2 −10.4％ −15.9％ −21.3％ −26.8％ −32.2％

0.3 −15.8％ −21.3％ −26.7％ −32.2％

0.4 −21.2％ −26.7％ −32.2％

0.5 −26.6％ −32.1％

0.6 −32.1％

出所：筆者作成

�％，再生可能エネルギー発電約1.0％である。表の中で太枠のセル目がほぼ現状（2005年時点）

ということになる。表中の数字はほとんどがマイナスであるが，これは CO2排出量が減少する

ことを意味する
4)

。

表 1aで CO2排出量の変化をみよう。表中の数値を縦に読むと，火力と太陽光の発電比率を変

化させた結果を表している。表中の各列の数値は上から下に向かって，その絶対値が大きくなっ

ていることがわかる。この結果から，風力発電の発電比率を一定として，太陽光発電で以って火

力発電を代替する場合は，（当然のことながら）CO2総排出量が削減されることがわかる。一方，

各行の数値を左から右に見ると，同様に数字の絶対値が大きくなっていることがわかる。この結

果から，太陽光発電の発電比率を一定として，風力発電で以って火力発電を代替する場合も，

CO2総排出量が削減されることがわかる。風力発電を利用して，すべての火力発電を代替する

場合，最大で現状から約32.3％の CO2排出量が削減される。一方，太陽光発電を利用して，す

べての火力発電を代替する場合も，最大で状から約31.9％の CO2排出量が削減される。つまり，

風力発電と太陽光発電の環境効果を比較すると，前者の効果がわずかに大きいものの，両者の効

果はほぼ同じである。

表 1bでは太陽光発電として「事業用太陽光発電（集中型）」を採用している。表 1aと表 1bを

比べてみるとわかるが，事業用と住宅用太陽光発電の環境効果はほぼ同じである。
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表 2a 電源構成の変化による国内生産額の現状からの乖離率（％）（住宅用太陽光を用いる場合)

風力(α)

太陽光(α)
0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6

0.0 0.01％ −0.11％ −0.24％ −0.36％ −0.49％ −0.61％ −0.73％

0.1 −0.02％ −0.14％ −0.27％ −0.39％ −0.51％ −0.64％

0.2 −0.05％ −0.18％ −0.30％ −0.42％ −0.54％

0.3 −0.08％ −0.21％ −0.33％ −0.45％

0.4 −0.11％ −0.24％ −0.36％

0.5 −0.14％ −0.27％

0.6 −0.17％

出所：筆者作成

表 2b 電源構成の変化による国内生産額の現状からの乖離率（％）（事業用太陽光を用いる場合）

風力(α)

太陽光(α)
0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6

0.0 0.01％ −0.11％ −0.24％ −0.36％ −0.49％ −0.61％ −0.73％

0.1 −0.04％ −0.17％ −0.29％ −0.41％ −0.54％ −0.66％

0.2 −0.09％ −0.22％ −0.34％ −0.46％ −0.59％

0.3 −0.14％ −0.27％ −0.39％ −0.52％

0.4 −0.19％ −0.32％ −0.44％

0.5 −0.25％ −0.37％

0.6 −0.30％

出所：筆者作成

再生可能エネルギー発電はほとんど CO2を排出しないことから，こうした結果が出ることは

自明であるが，本稿の分析からも火力発電を代替すれば CO2排出量を大幅に削減できることが

わかる。

ただ，炭素税の導入などの環境政策が火力発電比率を低下させ，大幅な CO2削減を実現する

としても，例えば，雇用が激減するなどの経済的な影響が大きい場合には，そういう政策は採用

されにくい。そこで次に，最終需要が2005年の現状と同額であると仮定して，電源構成を変化さ

せた場合に国内生産額がどの程度変化するかを試算する。表�にその結果を示す。

表�には発電の電源構成と国内生産額の変化の割合（％）を示した。表 2aが住宅用太陽光発

電の，表 2bが事業用太陽光発電の分析結果である。表頭は風力発電比率，表側は太陽光発電比

率を表している。表中には示されないが，同時に火力発電の発電比率も整合的に変化しているこ

とに注意されたい。表中の数字は現状と電源構成を変化させた場合の差であり，マイナスの数字

は，国内生産量が現状より減少することを意味している
5)

。

表�と同様に，表中の各列の数値を上から下に見ると，マイナス数字の絶対値が大きくなって

いることがわかる。この結果から，風力発電の発電比率を一定として，太陽光発電でもって火力

発電を代替する場合は，国内総生産量が減少する（経済にはマイナスの効果がある）ことがわかる。

一方，各行の数値を左から右に見ると，同様にマイナス数字の絶対値が大きくなっている。この
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表 3a CO2削減の限界削減費用（トン当たり円）（住宅用太陽光発電を用いる場合)

風力(α)

太陽光(α)
0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6

0.0 17,097 17,097 17,097 17,097 17,097 17,097

0.1 3,127 10,486 12,750 13,850 14,500 14,929

0.2 3,773 8,373 10,593 11,901 12,763

0.3 3,963 7,325 9,300 10,599

0.4 4,047 6,696 8,435

0.5 4,089 6,273

0.6 4,112

出所：筆者作成

表 3b CO2削減の限界削減費用（トン当たり円）（事業用太陽光発電用いる場合)

風力(α)

太陽光(α)
0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6

0.0 17,097 17,097 17,097 17,097 17,097 17,097

0.1 6,148 11,944 13,728 14,594 15,106 15,444

0.2 6,669 10,307 12,063 13,097 13,779

0.3 6,832 9,502 11,070 12,101

0.4 6,911 9,024 10,410

0.5 6,959 8,707

0.6 6,990

出所：筆者作成

結果から，太陽光発電の発電比率を一定として，風力発電でもって火力発電を代替する場合も国

内総生産量が減少する（経済にはマイナスの効果がある）ことがわかる。

以上の分析結果から，再生可能エネルギー発電で火力発電を代替すると国内生産額が減少する

ことが分かる。火力発電は，石炭・天然ガス等のエネルギー産業や運輸産業の関連産業への後方

連関効果が大きいため，火力発電の削減は国内総生産額の減少を招くのである。本稿の試算では，

CO2の排出削減のために火力発電の比率を�％までに削減すれば，最大0.73％程度の経済規模

の縮小がありうることを示している。

そして，火力発電を代替する再生可能エネルギーとして，風力発電と太陽光発電を比較すると，

経済規模の縮小は最大でそれぞれ，0.73％（風力）と0.17％（住宅用太陽光）・0.30％（事業用太陽

光）である。つまり，風力発電を採用する場合は太陽光発電を採用する場合より経済のマイナス

効果が大きいことがわかる。さらに，表 1aと表 1bを比べてみると，事業用太陽光発電を用い

る場合の経済マイナス効果は住宅用太陽光発電を用いる場合より大きい。

この結果の読み方については，慎重であるべきだろう。本稿の試算は，「最終需要額が不変で

あれば」という想定で行っているので，GDPは不変と想定していることになる。ただ，既にみ

たように，中間投入構造の変化によって国内の生産額総量が変化する。国内の雇用量や GDPが

国内生産額に比例して決まるとすれば，国内生産額の減少は費用と言える。
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この表�に，CO2を�トンを削減するために，マクロでの総生産がどの程度減少するかを試

算した。表 3aが住宅用太陽光発電を用いた場合であり，表 3bが事業用太陽光発電を用いた場

合である。この数字は「CO2の限界削減費用」と読み替えることができる。本稿の試算の結果

では，再生可能エネルギーで火力発電を代替する場合の CO2の限界削減費用は，トン当たりで

3,000円から17,000円ということになった。

�．まとめと今後の課題

本稿では「複数のアクティビティで同一生産物を生産する」という従来の産業連関分析では扱

えなかった課題の解決を試みている。分析の対象とした産業は電力産業である。産業連関分析に

「電力産業内の複数発電アクティビティの生産比率を変化させる」というシナリオを設定するこ

とにした。そのうえで，シナリオによって経済効果と環境効果にどのような差異が生じるかにつ

いて分析した。シナリオの具体的な設定については，原子力と水力の発電比率を固定し，火力・

太陽光・風力の各発電比率を調整することにした。

本稿の分析では，再エネ発電で火力発電を代替する場合 CO2排出の削減効果を確認できた。

風力発電にで火力発電を代替し火力発電を極限まで削減する場合，CO2排出を32.3％程度削減

できる一方で生産額の縮小は0.73％程度に過ぎないことが分かった。また，太陽発電で火力発電

を代替し，火力発電を極限まで削減していけば，風力発電の場合と同じく�割程度の CO2排出

削減効果を持つ一方で生産額の縮小は0.30％〜0.17％程度に過ぎないことがわかった。住宅用太

陽光発電と事業用太陽光発電の比較では，前者の生産額縮小効果が小さい。

また本稿では生産額の減少額を CO2削減費用と考えて，生産額の減少額と CO2削減量の比率

を「CO2の限界削減費用」と定義した。本稿の試算では，CO2の限界削減費用は，トン当たり

で3,000円から17,000円ということになった。

最後に，今後の研究の方向性について述べる。本稿では電力産業の電源構成に焦点を絞り，

「複数アクティビティで�種類の生産物」のケース家を扱った。今後のこの種の研究の発展の方

向性は次の�点になろう。

�)再生可能エネルギー発電の建設段階の考慮

本稿は再エネ発電設備の運転時の効果のみ分析したが，再エネ発電の建設時も経済と環境に

様々な影響を与えるため，今後建設段階の経済効果と環境効果を検討する必要性がある。

�)副産物モデルへの応用

「複数アクティビティで�種類の生産物」の逆のパターンとして「�種類のアクティビティで

複数の生産物」というものがある。これは主産物の生産によって副産物が生産されるという事象

であるが，その扱いもシナリオ産業連関分析で可能であるか検討する。

�)価格モデルへの応用

電力産業内の電源構成を変化させれば（つまり，アクティビティの構成比を変化させれば），それは

電力価格へも影響するであろう。アクティビティの構成比変化と価格の変化の関係を検討するこ

とができる。
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注

1） 本稿でいう環境効果とは CO2排出の削減効果のことをさす。

2) 『次世代エネルギーシステム分析用産業連関表』のオリジナルの表では，発電方式ごとに投入部門

が設けられている。しかし，投入部門を発電方式ごとに分けるのはあまり意味がないと判断される。

そこで本稿では，電力の投入部門は分割していない。

3) 表中には示されないが，同時に火力発電の発電比率も整合的に変化していることに注意されたい。

4) 2005年現在の再生可能エネルギー発電のシェアは�％であるので，再生可能エネルギー発電を�％

にすると火力発電を増やすこととなる。したがって，わずかではあるが CO2排出量が増加すること

になる。

5) 表の中で太枠のセルがほぼ現状であり，前述したのと同様の理由で火力発電量の増加分により，わ

ずかにプラスの数値となっている。
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